
1 ．�はじめに
1.�1　�研究の背景と問題意識
　日本では様々な自然災害が頻発しており，毎年
のように多くの被害が生じている。自然災害の発

生後には，道路の損壊と情報通信機能の支障に
よって，孤立地域が発生する可能性もある。東日
本大震災の発生後には，地震動及び津波の影響に
よる道路等の社会基盤施設の損壊のために，しば
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Abstract

This study explores residents’ demand for necessary materials in the aftermath of the Nankai 
Trough Earthquake. We also analyze perceptions of periods of isolating conditions and obtaining 
relief materials after the Nankai Trough Earthquake and demand differences among characteristics 
of gender, age, unnecessary period for medical care service, and unnecessary period for 
medication used on a daily basis. The target area is the districts of Kirime area in Inami Town, 
Wakayama, Japan, including the tsunami inundation area by the Nankai Trough Megathrust 
Earthquake assessment. A questionnaire survey was conducted on residents in the research area 
between October 27 and November 28, 2023. The numbers of distribution and valid responses in 
this study were 674 and 237 (35.3%). Results indicated that food and toilet-related supplies are 
high-demand materials in residents’ perceptions, and the demands for adult diapers and cutlery 
in the attribute of high-need for medical care service are greater than those in other attributes.
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らくの間，激甚な被災地域に支援物資が届けられ
ない状況が生じた。令和 6年能登半島地震の発生
後においても同様に，交通と情報の両側面の支障
によって，被災地域に支援物資を届けられない状
況が発生した。災害発生後に交通と情報が途絶し
た場合，被災地域外から孤立地域への支援を早急
に行えなくなる可能性は高い。
　東日本大震災の支援対応の知見をもとにして，
2016年熊本地震の発生後には，地方公共団体から
の支援要請を待つことなく物資を搬送するプッシュ
型支援が行われた。プッシュ型支援によって被災
地域内に速やかに物資を届けることが可能となっ
た一方で，被災地域のニーズを把握することなく
支援物資を搬送しているため，被災地域のニーズ
に合わない物資が届くとともに，必要なタイミン
グで物資が届かないといった問題が発生した1）。
　今後，大規模な被害をもたらすリスクが最も高
い自然現象の 1つとして，南海トラフ地震があげ
られる。南海トラフ地震が発生した場合，広域に
わたって大規模な被害が生じるとともに，道路の
損壊によって物資支援を行うための輸送経路が寸
断される可能性は高い。また，広域にわたる被害
が発生した場合，複数の地域に対して同時に支援
対応を実施しなければならないため，支援物資の
内容と必要量を把握しづらいという課題もある。
そのため，「南海トラフ地震における具体的な応
急対策活動に関する計画（中央防災会議幹事会 , 

2023）」では，食料，毛布，乳児用粉ミルク又は
乳児用液体ミルク，乳児・小児用おむつ，大人用
おむつ，携帯トイレ・簡易トイレ，トイレット
ペーパー，生理用品の 8品目を設定し，発災後，
4～ 7日目までにプッシュ型支援によって被災地
域に物資を搬送することを計画している2）。しか
し，発災直後から被災地域では物資が必要になる
可能性があるとともに，初期の物資の需要につい
ては十分には把握されていない状況にある。また，
孤立状況になることが想定される地域において備
えておくべき物資についても十分に検討していく
ことが求められる。本論では，災害発生後の被災
地域における初期段階として，災害発生からおよ
そ 3日程度までの期間に比重を置きつつ 7日程度

以内までの期間を想定している。

1.�2　既往研究の動向
　被災地域の物資ニーズとして，西脇ら3）は，
ニーズ発生と供給の間のタイムラグによりニーズ
と供給内容が合わないことがあり，この問題は阪
神・淡路大震災から続いていることを指摘してい
る。桑原ら4）は，東日本大震災の際に支援物資の
ニーズの発生と供給の時期にタイムラグが生じた
ために拠点スペースの圧迫があったことを示した。
物資の要望に影響を与える要因として，大森ら5）

は，避難所周辺地域の被害程度，避難所の生活者
数，避難所となった施設の種類，避難所における
上下水道の復旧の 4 つをあげている。また奥村
ら6）は，東日本大震災発生後に避難所と各物資集
積所の間で交わされた物資の要望書をもとに，避
難所における物資ニーズの発生順序について，沿
岸部と内陸部の状況の違いから差が生じたことを
明らかにしている。支援物資の滞留に関して，山
本7）は，熊本地震発生後の支援物資の概況として，
初期混乱期，転換期，復興開始期の 3つの時期に
分類でき，支援物資の集積所では，人員不足や積
載数量の把握ができていないことから一部では滞
留が見られたことを示している。これらの調査・
研究より，物資供給に関して多くの課題が残され
ていることが把握される。
　一方で，災害時の地方公共団体における支援物
資業務に関する事前計画の策定状況や実用性を確
保するための訓練の実施状況について，宇田川
ら8）は，都道府県レベルでは一定程度の対策は進
められているが，市町村レベルでは十分でないこ
とを示している。また新潟県中越地震発生後の孤
立地域の問題について，照本ら9）は，傷病者の搬
送等の緊急を要する課題とともに，物資の調達及
び健康面と精神面への支援対応の課題が含まれて
いることを明らかにしている。しかし，災害発生
後の初期段階における支援物資の需要に関する調
査・研究は十分には蓄積されていない状況にある。

1.�3　�研究の目的と意義
　既往研究より，被災地域への物資の供給に対し

田中・小柴・宮本・照本：南海トラフ地震の発生後を想定した物資需要に関する地域住民の認識46



て必ずしも効率的な対応をとれていない場合があ
ること，発災後の激甚被災地域における初期の物
資ニーズの種類について十分には把握されていな
い状況にあることがわかる。そこで本研究では，
想定される南海トラフ地震による激甚被災地域の
地域住民を対象として，災害発生後の支援物資の
調達と物資需要の認識を明らかにすることを目的
とする。支援物資の対応に関する地域住民の期間
の感覚を把握するとともに，属性間の物資需要の
違いにも着目して分析する。緊急時の物資の支援
と備蓄に関する枠組みを検討するための素材を得
ることに本研究の意義がある。また本論では，災
害発生後の孤立地域における物資需要に着目し，
個人・世帯としての防災対策ではなく，ある広が
りをもった地域・地区としての対応方策に着目し
て検討する。

2 ．�調査の概要
2.�1　�調査対象地域
　本研究における調査対象地域は，和歌山県印南
町切目地域である。切目地域は沿岸部に位置して
おり，南海トラフ巨大地震の被害想定では，最大
震度 7，最大津波高15メートルが想定されている
地域である（図 1）［1］。そのため，南海トラフ地
震の発生後には，地域全体にわたって激甚な被害
が生じていると予測される。また，紀伊半島中部
に位置しており，南海トラフ地震による被害の広
域性を考慮すると，しばらくの間，周辺からの支
援物資は届きづらいことが想定される。印南町全
体の高齢化率は36.9％（2024年 1 月時点）である。

2.�2　�災害発生後の物資の需要項目の抽出
　支援物資に関する調査の準備段階として，支援
物資に関する候補項目を抽出するために，後述す
る調査対象地域の10地区の代表者が集まるワーク
ショップの場において，物資需要を検討しても
らった。ワークショップは2023年10月12日に，和
歌山県印南町の防災福祉センターに各地区の代表
者26名（地区の区長・役員，民生児童委員等の
方々）が集まり，開催された［2］,［3］。
　ワークショップ時には，内閣府の示すプッシュ

型支援における基本 8品目を示した上で10），配慮
を要する人たちに必要な資源，空中輸送で入手し
たい資源，事前から地区に置いておくべき災害対
応物資に関する検討項目を設定した。ワークショッ
プ時には，出席者には，個人としての需要だけで
なく，地区全体のことを考えての上で項目を検討
していただいている。検討の結果，基本 8品目以
外の項目として，衛星携帯電話，各家庭の常備薬，
感染症対策用品，食事用の用具の 4項目があげら
れた（表 1）［4］。ワークショップでの検討結果を
踏まえて，質問紙調査の設問項目を設計した。

図 1　調査対象地域

表 1　ワークショップの課題と抽出項目

ワークショッ
プの課題

1  ．避難生活の中で，要配慮者になり得る
方々のために，どのような資源（モノ等）
が必要ですか。
2  ．避難生活環境の整備段階で，はじめの
段階で，制約条件のある中，どのような
資源を入手するべきだと考えますか。
3  ．避難生活環境の整備に対して，事前か
ら，地区に置いておくべき資源としてど
のような項目があげられますか。

抽出された物
資の項目

a．衛星携帯電話　　b．各家庭の常備薬
c．感染症対策用品　d．食事用の用具
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2.�3　�調査方法
　南海トラフ地震による大規模災害への備えに関
する住民の方々の考えを把握することをねらいと
して，質問紙調査を実施した。調査対象地域は和
歌山県印南町切目地域内にある南海トラフ巨大地
震の浸水予想範囲に含まれる10地区（674世帯）で
あり，同地区に居住する全世帯を対象にしてい
る［5］。本研究で対象とする区域の人口は1,676人
（2023年11月時点）である。
　調査票は印南町役場から各地区の区長を通じて
対象とする区域に所属する全世帯に配布し，郵送
によって回収した。質問紙調査票には世帯主が回
答していただくように依頼し，無理な場合は他の
方に回答していただくよう依頼した。調査実施期
間は2023年10月27日から11月28日である。質問紙
調査票の配布数は674票であり，有効回答数は238
票（有効回答率35.3％）であった［6］。回答者の属
性を表 2に示す。回答者属性として，61～70歳及
び71～80歳の属性の割合は大きい傾向にある。質
問紙調査票の設問では，「地震・大雨等の自然災
害によって道路が損壊し，他の地域に通行するこ
とができなくなった場合を想定して，お考えくだ
さい」という文面を示している。

3 ．�災害対応の支援に関する地域住民の
認識

3.�1　�南海トラフ地震発生後の物資の需要と供
給の期間の感覚

　はじめに，南海トラフ地震発生後に地域に支援
物資が届くまでの日数の感覚，及び地区内の物資
で生活できる期間の感覚について確認する。支援
物資が届くまでの日数について，設問では，「南

海トラフ地震が発生した場合，実際には，どれく
らいの期間で印南町の外から支援物資は届くと思
いますか」と尋ね， 1．およそ 1日程度， 2．お
よそ 1～ 3日程度， 3．およそ 3～ 5日程度， 4．
およそ 5～ 7日程度， 5． 7日～10日程度， 6．
10～15日間程度， 7．15日程度以上の 7項目から
1つを選択してもらった。地区内の物資で生活で
きる期間については，「南海トラフ地震が発生し
た場合，地区内にある食料・食材のみで，何日程
度，過ごすことができると思いますか」という設
問に対して，支援物資が届くまでの日数の選択肢
と同様の 7項目から 1つを選択してもらった。図
2，図 3に回答結果を示す。
　集計結果より，支援物資が届くまでの期間につ
いては，「およそ 3 ～ 5 日間」が最も多く選択さ
れており，次に「およそ 1 ～ 3 日程度」が多い結
果であった。また，地区内にある食料・食材のみ
で過ごすことができる期間については，「およそ
1 ～ 3 日間」が最も多く，次に「およそ 3 ～ 5 日
間」であった（付録 Aに「支援物資が届くまでの

表 2　回答者の属性

性別
男　性：145（61.7％）
女　性： 90（38.3％）
その他：  0（0％）

年齢

40歳以下： 9（3.8％）
41～50歳：24（10.2％）
51～60歳：44（18.7％）
61～70歳：82（34.8％）
71～80歳：58（24.7％）
81歳以上：18（7.7％）

図 3　地区内の物資で生活できる期間の認識

図 2　支援物資が届くまでの期間の認識
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期間」と「地区内の物資で生活できる期間」の認
識のクロス集計結果を示した）。

3.�2　�医療・健康面に関する状況と認識
　次に，各世帯の医療機関への通院状況，及び常
備薬の使用状況について確認する。
　医療機関への通院については，「同居されてい
るご家族の中で，日常的に，病院・診療所に通院
をされている方はいらっしゃいますか」と尋ね，
「いる」と回答した回答者に対しては，「あなたや
あなたのご家族が通院されている場合，何日程度
でしたら，通院等による医療サービスを受けなく
ても，支障なく生活を継続することができると思
いますか」と尋ね，上記と同様， 7つの期間の中
から 1つを選択してもらった。常備薬については，
「同居されているご家族の中で，日常的に，処方
箋を必要とする常備薬を服用されている方はい
らっしゃいますか」と尋ね，「いる」と回答した回
答者に対しては，「あなたやあなたのご家族が処
方箋を必要とする常備薬を服用されている場合，

何日程度でしたら，常備薬がなくても，支障なく
生活を継続することができると思いますか」と尋
ね，同様に， 7 項目の中から 1 つを選択しても
らった。回答結果を図 4，図 5に示す。
　図 4より，病院・診療所への通院については半
数以上の世帯が該当しており，その中で約10％の
回答者はおよそ 3日以内の期間を選択しているこ
とがわかる。処方箋を必要とする常備薬について
は，図 5より，約3/4の世帯では常備薬を必要と
しており，その中で約1/4の世帯ではおよそ 3 日
以内の期間を選択している結果であった。

3.�3　�支援物資の需要に関する認識
　ここでは，支援物資の必要性の認識についてみ
ていく。
　設問の選択項目に関して，前述のプッシュ型支
援を参照した 8 品目である「食料（アルファ米な
ど）」，「毛布」，「乳児用粉ミルク」，「乳児・小児
用オムツ」，「大人用のおむつ」，「携帯トイレ・簡
易トイレ」，「トイレットペーパー」，「女性用生理
用品」の各項目を設定するとともに，ワーク
ショップの検討結果をもとにして，「衛星携帯電
話」，「各家庭の常備薬」，「感染症対策用品（マス
ク，消毒液等）」，「食事用の用具（スプーン，
フォーク，箸，ストロー等）」の 4 項目を加え，
計12項目の選択項目を設定した。
　設問では，「南海トラフ地震によって紀伊半島
を含む広い範囲が被災しており，地震の揺れと津
波によって切目地域では電気と水道を使えなく
なっているとともに，道路の損壊などによって外
部との通行ができなくなっている状況」を想定し
てもらった上で，「南海トラフ地震発生から 3 日
後に外部からの支援によって物資が始めて搬送さ
れる場合，あなたやあなたのご家族にとって，ご
自身の地区に届けられるべき必要な支援物資はど
のような内容だと思いますか」と尋ね，最も必要
と思う項目から順番に 8 番目までを回答しても
らった［7］。集計に関しては，最も必要性が高い
（ 1 番目）の項目を 8 点， 8 番目の項目を 1 点と
いうように得点化した。図 6に集計結果を示す。
　図 6より，上位 4項目をみると，食料，携帯ト

図 4　 病院・診療所への通院状況と通院なしで
生活を継続できる期間の認識

図 5　 常備薬の使用状況と常備薬なしで生活を
継続できる期間の認識
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イレ・簡易トイレ，トイレットペーパー，毛布が
続いており，基本 8品目に該当する項目があげら
れている。一方で， 5～ 8位の項目をみると，衛
星携帯電話，各家庭の常備薬，感染症対策用品，
食事用用具であり，基本 8品目以外の項目が続く
結果であった。それらに続く 9位以降については，
8位と比較しても低い点数である。相対的には，
女性用生理用品，大人用のおむつ，乳児・小児用
オムツ，乳児用粉ミルクに関しては低い得点の割
合であった。

3.�4　�支援物資の需要に関する属性別の認識の
違い

　次に，支援物資の需要に関する属性別の違いを
検討する。分析に用いる属性は，表 2に示した各
属性とともに，医療・健康面の状況（図 4，図 5）
の各属性である。各属性に対する χ 2 検定の結果，
いずれの属性でも p＜0.001で統計的に有意な違
いがみられた。
（1）�性別の集計・分析結果
　性別について，図 7より，携帯トイレ・簡易ト
イレに関して，女性のほうが男性よりも需要の割
合（総得点にしめる項目の得点の割合）が高いこ

図 6　支援物資の需要に関する品目別の得点

図 7　支援物資の需要に関する属性別の集計結果（性別）
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とがわかる。また大人用おむつについても女性の
ほうが需要は高い結果であった。一方で，食料，
食事用用具等の食事に関連する需要については，
男性のほうが女性と比較して，得点の割合は高い
結果であった。
（2）�年齢別の集計・分析結果
　年齢別の違いについてみると，図 8より，50歳
以下の属性では，毛布，食事用の用具，女性用生
理用品，乳児・小児用オムツ，乳児用粉ミルクに
ついて，他の属性と比較して高い得点の割合で
あった。子育て世代に関連する物資の需要は相対
的に高いことがわかる。また，衛星携帯電話及び
携帯トイレ・簡易トイレについては，年齢の高い
属性ほど需要の割合は高い結果であった。大人用
おむつについては，71歳以上の属性で高い得点の
割合であることが把握される。
（3）�通院を必要としない期間別の集計・分析結果
　通院を必要としない期間別について，通院の必
要ありの属性については， 1～ 7日までと 7日間
以上の区分にカテゴリー統合して集計・分析した。
図 9より，通院の必要あり（ 1 ～ 7 日の間）の属
性では，大人用おむつ，食事用の用具の項目で相
対的に高い需要がみられた。また各家庭の常備薬

については，通院の必要ありの両属性において，
高い得点の割合であった。
（4）�常備薬なしで過ごせる期間別の集計結果
　処方箋を必要とする常備薬なしで家族人員が過
ごせる期間別について，通院を必要としない期間
別と同様にして， 1～ 7日までと 7日間以上の区
分にカテゴリー統合して集計・分析した。集計結
果を図10に示す。常備薬必要あり（ 1 ～ 7 日）の
属性では，常備薬の得点の割合は高いことが把握
される。また，常備薬を必要とする属性において，
感染症対策用品及び大人用おむつの得点の割合も
高い結果であった。
　図 7～図10で示した値を用いて作成した，総得
点にしめる各項目の割合の分布図を付録 Bに示
した。

4 ．�考察とまとめ
4.�1　�本研究の成果
　本研究では，南海トラフ地震が発生した場合に
おける孤立期間の認識と物資需要について把握す
るとともに，属性間の物資需要の認識の違いを検
討した。本研究の主な成果を以下に示す。
1） 孤立期間については，およそ 3～ 5 日間程度

図 8　支援物資の需要に関する属性別の集計結果（年齢別）
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の想定をしている割合は多い一方で，地区内
での食料・食材のみでの対応は 1～ 3 日間と
想定している割合が多い。

2） 支援物資の需要について，全体では，食料，
携帯トイレ・簡易トイレ，トイレットペー

パー，毛布，衛星携帯電話，各家庭の常備薬，
感染症対策用品，食事用の用具，女性用生理
用品，大人用おむつ，乳児・小児用おむつ，
乳児用粉ミルクの順番であった。

3） 属性別の比較について，女性のほうが男性よ

図10　支援物資の需要に関する属性別の集計結果（常備薬を必要としない期間別）

図 9　支援物資の需要に関する属性別の集計結果（通院を必要としない期間別）
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りも携帯トイレ・簡易トイレの需要が高いこ
と，50歳以下の属性では乳児・小児用オムツ，
乳児用粉ミルクの需要は相対的には高いこと，
通院の必要あり（ 1 ～ 7 日の間）の属性では
大人用おむつと食事用の用具の項目で相対的
に需要の割合は高いこと，常備薬を使用して
いる属性では常備薬を入手する需要の割合は
高いこと，等が示された。

　本研究の調査対象地域は高齢化の傾向が顕著で
あり，回答者の年齢属性としても高齢者の割合は
多かったため，都市部等の他の地域の物資需要の
認識とは相違する傾向にある可能性はある。一方
で，南海トラフ地震によって甚大な影響を受ける
と予測されている区域では，都市部以外で津波浸
水が予測されており，かつ地震発生後に孤立する
ことが予測される地域は多い状況にある。そのた
め，本研究の成果について，他の地域にも該当す
る課題は多いと考えられる。

4.�2　�災害時の物資に関する検討
　南海トラフ地震発生後に支援物資が届くまでの
期間の認識については， 5日以内と予測する割合
が大きい結果であった。また，地区内での食料・
食材でも 5日以内と想定している割合が大きく，
発生時期によっては，食料等の基本的な資源が枯
渇する可能性もある［8］。東日本大震災の激甚な被
災地域ではそれ以上の期間を要した地区もあり，
南海トラフ地震対策としても， 1週間程度以上の
期間を想定して地区内での備蓄等の対策を検討し
ておくことは重要である［9］。それとともに，一地
区のみでの検討だけではなく，地区間の協力体制
によって防災備蓄のあり方と相互連携の方策を考
えておくことも必要である。
　物資の需要については，食料に次いで，携帯ト
イレ・簡易トイレ，トイレットペーパーが続いて
おり，トイレに関連する需要は高い結果であった。
集計結果より，トイレ対策を事前から検討してお
く重要性が指摘される。トイレ用品関連について
は，特に女性の回答者属性では食料と同程度に高
い需要がみられた。また，支援物資の需要につい
て性別の属性で違いがみられたことからも，災害

時のみならず災害発生前の検討段階において，物
資の備蓄のあり方及びそれらの利用方法等につい
て，女性の意見を考慮して対策を推進する必要性
が指摘される11-13）。
　本研究で設定した支援物資項目の 1つである衛
星携帯電話に関して，年齢が高い属性ほど，需要
割合は高い結果であった。この理由として，若年
層ではスマートフォンといった他者との連絡可能
な手段を持っていることは要因の 1つとして考え
られる。一方で災害時には，通信設備の損壊に
よって通信手段が途絶える可能性もあり，それら
のことを考慮した情報伝達の方策を検討しておく
ことも重要である。
　食事用の用具及び大人用おむつについては，全
体の需要として相対的な優先順位は低い結果で
あったが，属性別での分析では違いがみられる属
性もあった。食事用の用具，大人用おむつについ
ては，事前から地区に備蓄することを推進してお
くことも重要である。また，全体としての優先順
位が高い項目とともに，避難生活を過ごすことを
見据えて，個別の事情に配慮した支援物資の備蓄
及び搬送のあり方を検討しておくことも必要であ
る［10］。大人用おむつ等は，個々の尊厳を守るた
めにも事前から備えておくべき重要な物資である。
特に，津波による浸水の可能性の高い地域では，
個々に必要な物資が津波によって流失してしまう
可能性も高い。また，これらの個々に必要な物資
を持ち出そうとするために，津波からの避難が遅
延してしまう可能性もある。津波による人的被害
の危険性を下げるためにも，個別に必要な資源・
物資等を備蓄しておくことは重要である。
　各家庭の常備薬については，当然ではあるが，
常備薬を使用している属性で相対的に高い得点の
割合であった。通院の必要ありの属性についても
常備薬の必要ありと関連して，その需要は高い割
合であった。交通及び情報の途絶によって医療
サービスにアクセスできなくなることについては，
孤立地域の最重要課題であり，そのための方策を
検討しておくことが求められる。同時に，常備薬
については，被災者の健康面とともに心理面にお
いて重要な問題である。また，津波浸水の危険性
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がある区域では，常備薬を流失してしまう可能性
があるとともに，備蓄をしづらい側面もある。そ
のため，常備薬等の医薬品の搬送については，物
資搬送とは別の枠組みで検討しておくことは求め
られる。そのためには第 1に，事前から行政機関
で必要な常備薬に関連する情報を把握しておくこ
とは重要である。第 2に，陸路だけでなくドロー
ン利用等によって空路でも搬送できるよう，地域
と行政機関が連携して必要な常備薬を速やかに搬
送できるような方策を検討しておくことも必要で
ある。

4.�3　�まとめ
　本論では，災害対応で検討されている支援物資
である基本 8品目以外の物資も含めて，初期の物
資のニーズについて調査し，物資需要を定量的に
示したことに意義がある。物資の内容については，
食料・水，トイレ用品関連だけでなく，これまで
あまり着目されていなかった食事用用具等にも需
要のあることが把握された。属性別にみた場合，
物資需要に違いがみられたことより，災害対応に
おける物資支援として，多様な属性のニーズを考
慮して検討する必要があることを示した。
　津波による浸水が予測される区域では，避難猶
予時間が限られていることから個別に必要な物資
を自宅から持ち出せない可能性があるとともに，
多くの被災者の所有物も流されている可能性もあ
る。これらのことを考慮した物資支援の仕組みが
求められている。また，医薬品等については，既
存の物資の備蓄及び搬送とは違う枠組みで個々に
必要な常備薬等を届けられるようにする仕組みを
構築することも重要である。
　南海トラフ地震の発生後には，十分な支援が届
かない期間が 7日程度に及ぶ等，長期化する地域
も多くあることが予測される。そのため，各地域
では，それらの期間にも対応できるように検討し
ておくことは重要である。災害発生後の支援物資
の供給については，被災地域にある備蓄物資及び
地域内で代替できる資源・物資との関係で検討す
ることも求められる。また，被災者の生命を守る
だけでなく，被災者の尊厳を守るとともに，被災

地域の生活環境を整備し改善できるようにするこ
とも必要である。そのような場合に必要な物資・
資源の準備のあり方についても検討することが求
められる。
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補注
［ 1］ 印南町切目地域の津波ハザードマップ（文献

14）をもとにして作成した。
［ 2］ 切目地域における地震・津波避難対策のため

のワークショップは2012年より基本的に毎年
2回実施されており，取り組みのねらいとし
て「南海トラフ地震などの大津波を引き起こ
す巨大地震が発生したときに，地域の中にい
る人たち全員が確実に避難でき，誰もが過ご
しやすい避難生活環境を築くための体制をつ
くること」を大きな目標として設定している。
その中で，2023年度は，災害発生後の地区内
の生活拠点の対応及び医療関連に関する搬送
対応を中心として検討した。

［ 3］ ワークショップ時には，切目地域内の津波浸
水予想範囲（図 1）に含まれる10地区を 6 グ
ループに分けて実施された。

［ 4］ ワークショップ時には，「要配慮者に必要な
資源（モノ等）」，「空中輸送で入手したい資源」，
「事前から地区に置いておくべき災害対応物
資に関する検討項目」について個別の課題と
して設定しているが，議論の上では，（良い
意味で）混在して必要な物資・資源の内容に
ついて検討していただいているため，抽出さ
れた物資が「要配慮者に必要な資源（モノ等）」，
「空中輸送で入手したい資源」，「事前から地
区に置いておくべき災害対応物資に関する検
討項目」のいずれに該当するかについて，（複
数にあてはまることも含めて）厳密に分けて
いるわけではない。

［ 5］ 調査対象地域の10地区は，上記のワークショッ
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プの参加者の居住する地区と同じである。
［ 6］ 調査票には，南海トラフ地震に関する簡易な

説明として，「『南海トラフ地震』は，南海ト
ラフ沿いを震源とする地震で，歴史的に80～
150年程度の間隔で繰り返し発生しているこ
とが知られています。昭和21年にも昭和南海
地震が発生しました。『南海トラフ地震』が発
生すれば，地震による揺れや津波によって切
目地域でも激甚な被害が起こると予測されて
います。」という文面を示している。

［ 7］ 12項目の選択の中で 1番目から 8 番目までの
選択を依頼した理由は，回答者の負担を考慮
したためである。

［ 8］ 切目地域内で備蓄されて物資については，地
域内にある備蓄倉庫によっても少しずつ異な
るが，2023年度時点では，食料，水，毛布，
ロールマット，感染症対策用品，間仕切り類
（カーテン，段ボール），発電機，救出用資機
材，工具類等が備えられている。

［ 9］ 支援物資が届くまでの期間の認識，地区内の
物資で生活できる期間の認識に対して，性別，
年齢別，通院を必要としない期間別，常備薬
を必要としない期間別でそれぞれに χ 2 検定を
行った結果，いずれの属性でも5.0％水準で統
計的に有意な違いはみられなかった。

［10］ 例えば徳島県美波町，高知県黒潮町では，行
政機関による備蓄とは別に，住民自らによる
個別の備蓄が行われている（文献15，16）。
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付録 A

　「〔地区内の物資で生活できる期間：およそ 1～ 3 日程度〕と〔支援物資が届くまでの期間：およそ 1～
3 日程度〕」の選択が多い（17.4％）とともに，「〔地区内の物資で生活できる期間：およそ 1 ～ 3 日程度〕
と〔支援物資が届くまでの期間：およそ 3～ 5日程度〕」も相対的に多い（17.0％）。地区内の物資で生活で
きる期間と比較して，支援物資が届くまでの期間のほうが長いと想定している回答者も多くいることが把
握される。
　グレーの網かけは，〔地区内の物資で生活できる期間〕よりも〔支援物資が届くまでの期間〕のほうが長
いことを示す項目である。

表a　支援物資が届くまでの期間と地区内の物資で生活できる期間の認識のクロス集計結果

地区内の物資で生活できる期間

およそ
1日程度

およそ
1～ 3日
程度

およそ
3～ 5日
程度

およそ
5～ 7日
程度

7日～10日
程度

10～15日
間程度

15日程度
以上 合計

支
援
物
資
が
届
く
ま
で
の
期
間

およそ 1日程度 2 5 3 0 0 0 0 10
（0.9％） （2.2％） （1.3％） （0.0％） （0.0％） （0.0％） （0.0％） （4.3％）

およそ 1～ 3日程度 8 40 15 2 1 3 0 69
（3.5％） （17.4％） （6.5％） （0.9％） （0.4％） （1.3％） （0.0％） （30.0％）

およそ 3～ 5日程度 5 39 30 9 0 2 2 87
（2.2％） （17.0％） （13.0％） （3.9％） （0.0％） （0.9％） （0.9％） （37.7％）

およそ 5～ 7日程度 2 16 13 3 0 1 0 35
（0.9％） （7.0％） （5.7％） （1.3％） （0.0％） （0.4％） （0.0％） （15.2％）

7日～10日程度 1 7 6 3 2 2 0 21
（0.4％） （3.0％） （2.6％） （1.3％） （0.9％） （0.9％） （0.0％） （9.1％）

10～15日間程度 0 0 1 0 0 0 0 1
（0.0％） （0.0％） （0.4％） （0.0％） （0.0％） （0.0％） （0.0％） （0.4％）

15日程度以上 0 4 1 0 0 0 2 7
（0.0％） （1.7％） （0.4％） （0.0％） （0.0％） （0.0％） （0.9％） （3.0％）

合計 18 111 69 17 3 8 4 230
（7.8％） （48.3％） （30.0％） （7.4％） （1.3％） （3.5％） （1.7％） （100.0％）
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付録 B

　各属性の総得点の値を用いて，その中で各項目のしめる割合をそれぞれに算出している。例えば，図 7
より，「女性」の総得点は2,949点（482＋484＋329＋277＋307＋267＋248＋199＋94＋134＋67＋61）であり，
「女性」の「食料」の項目の割合は16.3％（482/2,949）として算出される。以下の図も同様にして，各属性
の各項目の割合を算出している。

図b　支援物資の需要に関する項目別の割合の分布（年齢別）

図a　支援物資の需要に関する項目別の割合の分布（性別）
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図ｄ　支援物資の需要に関する項目別の割合の分布（常備薬を必要としない期間別）

図ｃ　支援物資の需要に関する項目別の割合の分布（通院を必要としない期間別）
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要 旨

　本研究では，想定される南海トラフ地震による激甚被災地域の地域住民を対象として，災害
発生後の支援物資の調達と物資需要の認識を明らかにすることを目的とする。支援物資の対応
に関する地域住民の期間の感覚を把握するとともに，属性間の物資需要の違いにも着目して分
析する。南海トラフ地震による大規模災害への備えに関する住民の方々の考えを把握すること
をねらいとして，質問紙調査を実施した。調査対象地域は和歌山県印南町切目地域内にある南
海トラフ巨大地震の浸水予想範囲に含まれる地区であり，同地区に居住する全世帯を対象にし
ている。調査票は印南町役場から各地区の区長を通じて全世帯に配布し，郵送によって回収し
た。調査実施期間は2023年10月27日から11月28日である。質問紙調査票の配布数は674票であり，
有効回答数は238票（有効回答率35.3％）であった。本研究の成果として，物資の需要について
は食料に次いで携帯トイレ・簡易トイレ，トイレットペーパーが続いておりトイレに関連する
需要は高いこと，世帯属性として通院の有無の比較では，大人用おむつと食事用の用具の項目
で，通院の必要性の高い属性で需要の割合が高いこと等が示された。
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